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1.総論  

【総括判断】「県内経済は、持ち直している」 
項 目 前回（5年7月判断） 今回（5年10月判断） 

前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している 
 

（注）5年10月判断は、前回7月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

雇用情勢は持ち直しの動きに一服感がみられるが、生産活動は緩やかに持ち直しつつあり、個人消費は

緩やかに回復しつつある。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（5年7月判断） 今回（5年10月判断） 
前回 
比較 

個人消費 持ち直している 緩やかに回復しつつある 
 

生産活動 緩やかに持ち直しつつある 緩やかに持ち直しつつある 
 

雇用情勢 持ち直しの動きに一服感がみられる 持ち直しの動きに一服感がみられる 
 

設備投資 5年度は増加見込みとなっている 5年度は減少見込みとなっている 
 

企業収益 5年度は増益見込みとなっている 5年度は増益見込みとなっている 
 

企業の 

景況感 
「下降」超幅が拡大している 「下降」超幅が拡大している 

 

住宅建設 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

【先行き】 

先行きについては、所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、景気の持ち直しが続くことが
期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが
景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必
要がある。 

 

2.各論 
◼ 個人消費 「緩やかに回復しつつある」 

百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、家電販売額、ドラッグストア販売額、ホーム
センター販売額いずれも前年を上回っている。また、乗用車の新車登録届出台数は、普通車、小型車、軽
乗用車いずれも前年を上回っている。このほか、宿泊や飲食サービスなどは緩やかに回復しつつある。 

このように個人消費は、緩やかに回復しつつある。  
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（主なヒアリング結果） 

➢ 値上げに伴って 1回当たりの買い上げ点数は減少しているが、新型コロナウイルス感染症の 5類移行に伴う人流回復や地
域行事の再開を受けて惣菜・加工食品が売れるなど、消費額は回復基調にある。（百貨店・スーパー） 

➢ 記録的な猛暑により暑さ対策商品の売上が伸びたものの、物価高騰の影響もあってか高価格帯の商品の購入には繋がらな
かった。今期の売上は、日用品や生活雑貨など低価格帯の商品が全体を下支えする形となった。（ホームセンター） 

➢ 外出需要の回復によりカバン・靴・化粧品などが売れているほか、キャラクターショーなどのファミリーイベント実施に
よる集客状況はコロナ前の水準まで戻ってきたと感じている。（ショッピングセンター） 

➢ 新車の生産台数が増えたことが販売台数増に繋がっている。一方、ガソリン代の価格上昇の影響もあり、大型車が敬遠さ
れ、コンパクトカーや低燃費車の志向が高くなっている。（自動車販売） 

➢ コロナ前と比較して売上は95％程度と、ほぼ戻りつつある。ただし引き続き、大規模宴会の開催は無く、夜遅い時間の利
用が減っている状況。この消費パターンは今後も元に戻らないと考えているため、閉店時間を早めている。（飲食サービス） 

➢ 全国旅行支援の延長の効果もあり、旅行先別でみると北海道、中国四国、九州など、飛行機利用となる遠方の旅行先が特
に伸びている。（旅行） 

◼ 生産活動 「緩やかに持ち直しつつある」 

生産を業種別にみると、化学などが減少しているが、生産用機械などが増加しており、緩やかに持ち直
しつつある。 

➢ 中国市況の低迷や欧州市況の減速感がみられるものの、米国において政府による大規模インフラ投資や自国サプライチェ
ーン網強化を背景とした工場誘致等により建設市況が活況であることを受けて、県内工場の生産は高水準となっている。（生
産用機械） 

➢ 全体的に生産量はおおむね前年並み。なお、燃料費が高騰しているため、運送コスト削減策として、従来よりもエリアご
との地産地消を加速させている。（食料品） 

➢ 物価上昇の影響を受けて食品包装フィルムの需要が落ちているため、合成樹脂の生産量を減らしている。生産調整のため
に昨年から毎月生産停止期間を設けているが、最近はその期間が増加傾向にある。（化学） 

 
◼ 雇用情勢 「持ち直しの動きに一服感がみられる」 

有効求人倍率及び新規求人数は概ね横ばいで推移しており、雇用保険受給者実人員は増加しているな
ど、雇用情勢は、持ち直しの動きに一服感がみられる。 

➢ 来店客が増えてきたことや、コロナ禍が明けて転職（離職）する者が増えてきたことで、人手が不足している部門が出て
きている。（小売業） 

➢ セルフレジの増加や発注の自動化などの効率化によって、店舗の必要人員が減少していることから、パート・アルバイト
の採用人数は減少している。（小売業） 

➢ 正規・非正規ともに増加傾向が続いてきたが、半導体市況が落ち着いてきたことを踏まえてこのところは横ばいあるいは
増員ペースが鈍化している。（製造業） 

◼ 設備投資 「5年度は減少見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年7-9月期 
○ 5年度の設備投資計画は、製造業では前年比5.7％の増加見込み、非製造業では同13.3％の減少見込みとな
っており、全産業では同2.3％の減少見込みとなっている。 

◼ 企業収益 「5年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」5年7-9月期 
○ 5年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）は、製造業では前年比 78.5％の増益
見込み、非製造業では同3.7％の減益見込みとなっており、全体では同21.7％の増益見込みとなっている。 

➢ 取引先との交渉により、原材料価格・エネルギー価格に連動して販売価格が変動する契約に変更することができた。これ
により受注量は減少したものの、利益率が改善したため、前年比で増益を見込んでいる。（製造業） 

➢ エネルギーコストの影響が一番大きく、店舗によっては電気代が昨年の倍となっている。また、食用油などの海外から仕
入れる材料もあるので、円安の影響も受けている。（飲食サービス） 

◼ 企業の景況感 「『下降』超幅が拡大している」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年7-9月期 
○ 企業の景況判断ＢＳＩは、前四半期（5年4～6月期）に比べ、「下降」超幅が拡大している。先行きについ
ては、5年10～12月期も「下降」超で推移する見通しとなっている。 

◼ 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家、貸家、分譲住宅いずれも前年を下回っている。 

➢ 住宅の主な購買層は20代後半から30代半ばであるが、いまのところ賃金上昇が小幅に留まっており、「いままで我慢して
いた旅行に行こう」程度のマインド改善であるとみられ、住宅の購入には繋がっていない。（住宅建設）  

◼ 公共事業 「前年を下回っている」 

○ 前払金保証請負金額をみると、前年を下回っている。 
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１．個人消費

「グラフ１」

777]

（注）全店ベースの数値。 （資料：経済産業省）

「グラフ２」

（注）全店ベースの数値。 （資料：経済産業省）

「グラフ３」

（注）全店ベースの数値。 （資料：経済産業省）
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「グラフ４」

（注）全店ベースの数値。 （資料：経済産業省）

「グラフ５」

（注）全店ベースの数値。 （資料：経済産業省）

「グラフ６」

（注）乗用車新車登録届出台数は、ナンバーベースで普通車・小型車・軽乗用車の合計。 (資料：日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会）
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「グラフ７」

（資料：経済産業省、茨城県）

「グラフ８」

（資料：茨城県）

２．生産活動
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「グラフ９」

（注）パートタイムを含む季節調整値。 （資料：厚生労働省、茨城労働局）

「グラフ１０」

（資料：茨城労働局）

４．設備投資

「グラフ１１」

（資料：水戸財務事務所「法人企業景気予測調査（令和5年7-9月期調査）」）
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「グラフ１２」

（資料：水戸財務事務所「法人企業景気予測調査（令和5年7-9月期調査）」）

「グラフ１３」

（資料：水戸財務事務所「法人企業景気予測調査（令和5年7-9月期調査）」）

「グラフ１４」

（資料：国土交通省）

５．企業収益

６．景況感

７．住宅建設
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「グラフ１５」

（資料：国土交通省）

「グラフ１６」

（注）国等には独立行政法人等を含む。    （資料：北海道建設業信用保証㈱、東日本建設業保証㈱、西日本建設業保証㈱）

「グラフ１７」

（注）負債総額1千万円以上。 （資料：㈱東京商工リサーチ）

「グラフ１８」

（注）負債総額1千万円以上。 （資料：㈱東京商工リサーチ）
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